
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

人

（注）1　職員手当には退職手当を含みません。

      2　職員数は、31年4月1日現在の人数です。

      3　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含みません。

(3) ラスパイレス指数の状況

（注） 1 　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を
　用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

2 　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した
  地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。
　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により
  算出します。）

※　令和2年4月1日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している
　場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

 本県では、人事委員会勧告に基づき、地域の民間給与水準を適切に反映させた結果、国の給与水準を上回る状況となっています。給与水準につ
いては、人事委員会が民間給与水準との均衡等を考慮して必要な勧告を行っており、今後も人事委員会勧告を踏まえ、適切な措置を講じていき
ます。

元年度

7,1647,251

　　　　　　Ａ 給　 料

千円 千円

(参考)都道府県平均
一人当たり給与費

期末・勤勉手当 給与費　B/A

      千円千円

区　分 給 与 費職員数

元年度 千円

　　　　　　Ａ

人　

661,375,0811,813,859

住民基本台帳人口

　　　　　（令和2年1月1日）

96,667,164

計　　　Ｂ 職員手当

　　　　　　Ｂ

人 件 費

　　　　　　％

一人当たり

別紙1

区　分

三重県の給与・定員管理等について

人 件 費 率

30年度の人件費率

実 質 収 支 （参考）歳 出 額

Ｂ／Ａ　

　　　　　千円

32.632.59,044,013

　　　　　千円

215,069,198

　　　　　　　　　　　％

156,625,45521,601 39,674,205

千円 

20,284,086

千円　

(H29.4.1)

102.2

(H29.4.1)

100.2

(H30.4.1)

101.9

(H30.4.1)

100.1

(H31.4.1)

101.6
(H31.4.1)

99.8

(R2.4.1)

100.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

三重県 都道府県平均

(101.3)
(101.7) (101.6)

(101.1)

(R2.4.1)
101.4
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(4) 給与改定の状況
　　　　①月例給

（参考）

A B
円 円 円 ％ ％ ％

　　　　②特別給（期末・勤勉手当）
（参考）

A 　支給月数 B
月 月 月 月 月 月

(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

　実施内容

②地域手当の見直し

（実施時期）　平成27年4月1日より実施します。

③　その他の見直し内容

　平成27年4月1日に、単身赴任手当及び管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施しました。

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされてい
ます。

　公務員の 較　差
人事委員会の勧告

389,338 0.00

国の改定率

　民間の支給

0.00

勧　告 国の年間

0.00

4.504.46

A-B

較　差民間給与

4.45△0.05

支給月数　割合

給与改定率勧　告
（改定率）

区　分
A-B

公務員給与
人事委員会の勧告

(0.01%)

年間支給月数
（改定月数）

２年度

（注）

区　分

「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の4月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額です。

31
389,369

２年度

（給料表の改定実施時期）平成27年4月1日
（内容）
　一般行政職の給料表については、国の見直し内容を踏まえ、平均2.7％引下げ、高齢層については、最大4.7％引下げました。
　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施しました。
　新給料表への円滑な移行のための経過措置として、新たに受ける給料月額が平成27年3月31日に受けていた給料月額に満たない場合、その
差額を平成31年3月31日まで支給しました。

（注）

△0.04

「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年
間支給月数です。

4.45

　級地区分の新設（現行６区分）を行うとともに、支給割合を級地区分ごとに段階的に引き上げることとし、平成27年4月1日時点の三重県
内支給割合は４％、給与改定後は、平成27年4月1日に遡及し４．５％を支給します。また、平成30年度の人事委員会の勧告により、平成30
年4月1日に遡及し県内一律４．６％を支給します。
（参考）

（支給割合）国基準である鈴鹿市１２％、四日市市１０％、津市・桑名市・亀山市６％、名張市・伊賀市・木曽岬町・東員町・菰野町・朝
日町３％に対し、県内一律４．６％を支給します。

6%

3%

4.6%

令和2年度の
支給割合

20%

16%

15%

12%

10%

6%

3%

4.6%

令和元年度の
支給割合

20%

16%

15%

12%

10%

3%

三重県内 4% 4% 4.5% 4.5% 4.5% 4.6%

７級地（札幌市等） 3%・0% 3%・1% 3%・2% 3% 3%

10%

6%６級地（仙台市等） 6%・3%・0% 6%・4%・2% 6%・5%・4% 6% 6%

５級地（京都市等） 10%・6%・3% 10%・7%・5% 10%・9%・7% 10% 10%

15%

４級地（神戸市等） 12%・10%・6% 12%・10%・8% 12%・10.5%・10% 12% 12% 12%

３級地（名古屋市等） 15%・12%・10% 15%・13%・11% 15%・14%・13% 15% 15%

20%

２級地（大阪市等） 15%・12% 15%・13% 15.5%・15% 16% 16% 16%

１級地（東京都特別区） 18% 18% 18.5% 20% 20%

級地
平成26年度の

支給割合

平成27年度の支給割合 平成28年度の
支給割合

平成29年度の
支給割合

平成30年度の
支給割合4月1日時点 遡及改定後

2



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（2年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

　　　三重県 歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

　　　三重県

歳 円

歳 円

歳 円

　　　三重県

円 円

円 円

円 円

1

2

3

4

　　　　③高等（特別支援・専修・各種）学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

　　　　④小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

　職員数が１人の場合は、※としています。

－

366,268

A／B

259,900

民間
（D）

うち用務員

平均給与月額

3,519,800

区分

445,271

－

C／D

調理士 45.2

－

－

うち学校給食員

2,627,500

53.6

394,300 423,433

平均給与月額
（国比較ベース）

324,055

平均年齢

378,923

区分

43.2

都道府県平均

50.9

対応する民間
の類似職種

民間

平均給与月額
（B)

－

46.3

※

平均給料月額

－

－

318,887

287,283 328,862

－ －

うち用務員

1 ※

408,868327,564

※

－

3

－

※

国

－

区分

平均給与月額（A）

うち用務員

都道府県平均

参考

うち学校給食員

461,599

2,319

うち自動車運転手

373,164187

職員数

用務員 55.9

－

－うち自動車運転手

－

42.4

区分 平均年齢

都道府県平均

三重県

－

うち自動車運転手

44.8

42.2

都道府県平均

参考

平均給与月額

－

自家用乗用自動車運転者

区分

うち学校給食員

平均給料月額 平均給与月額区分

※

平均給与月額

公務員

42.8

44.5

－

413,722

60.4

公務員
（C）

－

平均年齢

356,917

350,729

－

－

　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度
に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

三重県

　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありませ
ん。

－

57.3

（国比較ベース）

432,902

207,900

203,500

－

338,900

平均給料月額

－

平均年齢

国

360,000

372,601 430,717

三重県

410,239

408,297

387,800

－

平均年齢

　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成29～31年の3ヶ年平均）

平均給料月額

- －

2,862,400

年収ベース（試算値）の比較
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　　　　⑤警 察 職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注） 1 「平均給料月額」とは、2年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
2

(2) 職員の初任給の状況（2年4月1日現在）

円 円

円 円

円

円

円

円 円

円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（2年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

413,381

391,200

435,975

189,200 182,200

一般行政職

警　察　職

区分

365,724

406,710

－

263,858

大　学　卒

405,554

417,453 425,670

416,582

大　学　卒

397,643

　　経験年数30年　　　

385,817

高等学校教育職

38.5

区　　　分

41.4

平均年齢

三重県

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合
計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出し
ています。

154,900

-国

一般行政職

319,832

高　校　卒

38.4

大　学　卒

364,333317,455

390,812

154,900

小・中学校教育職 大　学　卒

高等学校教育職

高　校　卒

大　学　卒 318,509小・中学校教育職

353,448

390,313大　学　卒 289,046

現業職

397,521

－

　経験年数10年 　 経験年数25年　　　

高　校　卒 179,500

区　　　分

高　校　卒

都道府県平均

150,600

国

369,683

270,990

208,300

329,400

平均給与月額

高　校　卒

（国ベース）

大　学　卒

456,572

210,600

－

427,344

378,311

371,763

平均給料月額 平均給与月額

210,600

三　　重　　県

318,057

323,548

　　経験年数20年　　　

211,400

447,103

大　学　卒

警　察　職
173,400

230,525
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（2年4月1日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（注）1　三重県職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

0.0

最高号給の給料月
額

2.3

414,900

449,600

463,100

397,700

526,400

　　　　　　人

構成比

292,100

４　　級

主査、主任

146,000

532,200

0.7

1

　　　　　　人

　　　　　　人
８　　級

　　　　　　％

副部長、次長
36

部長

７　　級 次長、課長

　　　　　　人 　　　　　　％
0.3

　　　　　　％

　　　　　　人 　　　　　　％
127

１０　　級

５　　級

　　　　　　％
６　　級 課長、班長

　　　　　　％

12.9

1,389
班長、主幹

707

主事、技師

主幹、主査

　　　　　　人

　　　　　　人

　　　　　　人

区　　分

１　　級

1,038

1,154

標準的な職務内容 職員数

３　　級

　　　　　　％

322,900
　　　　　　人

252,000

18

主事、技師
492

２　　級

534

21.0

308,900

25.3

9.0 196,100

１号給の給料月
額

9.7
　　　　　　％

232,300

部長、局長９　　級

　　　　　　％

　　　　　　人

412,800

　　　　　　％
18.9 385,700

473,300

265,800

367,200

564,200

354,700

１級

9.7%

１級

8.6%

１級

6.0%

２級

9.0%
２級

8.9%
２級

10.4%

３級

21.0%
３級

20.5%
３級

16.6%

４級

18.9%
４級

19.1%
４級

23.9%

５級

25.3%
５級

26.9%
５級

23.4%

６級

12.9%

６級

12.2%
６級

15.2%

７級

2.3%
７級

2.7%

７級

3.0%

８級

0.7%

８級

0.7%
８級

1.0%
９級

0.3%

９級

0.3%
９級

0.4%

１０級

0.0%

１０級

0.0%

１０級

0.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

令和２年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））

(3) 昇給への人事評価の活用状況（三重県）

標準の成績率のみ適用

○ ○

ロ　人事評価を実施していない

一般職員

標準に加え、下位の成績率も適用 ○

○

○ ○

標準に加え、上位の成績率も適用

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用

イ　人事評価を実施した ○

一般職員管理職員 特定管理職員

令和2年4月2日から令和3年4月1日
までにおける運用

三重県 国

○

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

国10級

三重県（R2）

国家公務員（R2)

（百円）

給

料

月

額

昇 給

令和２年４月１日時点

国８級

国７級

国６級

国３級

国２級

国１級
県１級

県３級

県２級

県５級

県４級

県７級

県６級

県８級

県10級

県９級

国５級

国４級

国９級
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４　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

千円　

（元年度支給割合） （元年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・　役職加算　　　5～20％ ・　役職加算　　　5～20％

・　管理職加算　 15～25％ ・　管理職加算　 10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（三重県）
　

　

(2) 退職手当（2年4月1日現在）

（支給率）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～45％加算） （2%～45%加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、元年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当（2年4月1日現在）

千円

　円

 

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

％ ％

○

○

1人当たり平均支給額（元年度）

国

○

（支給率）　　　　　        自己都合　            応募認定・定年

国

標準の成績率のみ適用

令和2年度中における運用

（0.90）

管理職員

ロ　人事評価を実施していない

国

33.2707533.27075

19.669524.586875

28.0395

三　　　　　　　　　　　県　　　　　　　　　　　県

－

三　　　　　　　　　　　県　　　　　　　　　　　県

47.709

三級地（名古屋市等）

47.709

20.0

支給職員1人当たり平均支給年額（元年度決算）

16.0

支給率

44

24.586875

国の制度（支給率）

－

15.0

－

四～六級地（県内、その他県外）

16.0

一級地（東京都特別区）

15.0

16.0

二級地（大阪市等） 8 16.0

イ　人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用

標準に加え、下位の成績率も適用

2.60

支給対象職員数

（1.45）

標準に加え、上位の成績率も適用

（1.45）

1,674

自己都合

28.0395

39.7575

支給対象地域

47.709

定年前早期退職特例措置

47.709

39.7575

22,887

19.6695

6,346

定年前早期退職特例措置

医師

21,322

（注）　「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の支給率です。

3.0～12.0

22

3

3.0～12.0

支給実績（元年度決算）

応募認定・定年

47.709

47.709

4,670,697

平均支給率

2.60 1.815

20.0

218,267

○

一般職員

三重県

（0.90）

○

○

一般職員特定管理職員

○

1.90

○
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 (4) 特殊勤務手当（2年4月1日現在）

千円

千円

　％

種類

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（元年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

主な支給対象職員

　手当の名称、主な支給対象職員及びその業務、支給単価については、三重県のホームページをご覧ください。

211

457

手当の名称 左記職員に対する支給単価

3,924,069

手当の種類（手当数）

27.1職員全体に占める手当支給職員の割合（元年度）

33

478

支給実績（元年度決算）

3,793,151

1,224,915

職員1人当たり平均支給年額（30年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（元年度決算）

支給実績（元年度決算）

支給実績（30年度決算）

職員1人当たり平均支給年額（元年度決算）

主な支給対象業務
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(6) その他の手当（2年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

支給職員１人当た
り平均支給年額
（元年度決算）

1,864,484

106,469

383,636

218,783

411,510

39,381

34,54710,675

704,322

108,227

659,250

252,005

236,505扶養手当

扶養親族のある職員に支給

・子　月額 10,000円
・配偶者等　月額 6,500円
・16歳から22歳の子について
は、1人につき5,000円を加算

単身赴任手当

2,350,828

173,397

同じ

同じ

・行政職給料表
　最高　月額　139,300円
　（国と異なる区分あり）

5,274

〔交通機関利用者〕
最高　月額55,000円

〔交通用具使用者〕
距離に応じて月額2,000円～
31,600円
（駐車場利用料金の支給あり）

定時制通信
教育手当

136,958

―

1,409,348

通勤手当

特地勤務手当

管理職員
特別勤務手当

月額8,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給
・借家　最高　月額27,000円

定時制又は通信制の課程を置く
高等学校の教育職員に給料の
10/100（管理職手当を受ける者
にあっては8/100以内）を支給

異なる

医師又は歯科医師、獣医師の資
格を有し、採用による欠員補充
が困難な職に採用された職員に
一定期間支給
・最高　月額　368,800円（医師
又は歯科医師）
・最高　月額　30,000円（獣医
師）

異なる

―
へき地学校等に勤務する職員に
給料及び扶養手当の4/100～
25/100を支給

管理又は監督の職にある職員に
支給
・行政職給料表
　最高　月額　139,300円

通勤距離が片道2ｋｍ以上で、交
通機関を利用又は交通用具を使
用して通勤している職員に支給
・交通機関利用　定期券等の価
額
　（最高　月額65,000円）
・自動車・自動二輪車使用
　距離に応じて月額3,000円～月
額40,700円
　（交通機関併用者について
は、駐車場利用料金の1/2を支給
〔上限3,500円〕）
・自転車使用　月額3,000円

獣医師は支給なし異なる

同じ

へき地手当

管理職手当

生活の不便な地に所在する公署
に勤務する職員に給料及び扶養
手当の4/100～25/100を支給

管理又は監督の職にある職員が
臨時又は緊急の必要性等により
週休日又は休日に勤務した場合
に支給
・勤務1回につき管理職手当区分
に応じて3,000円～12,000円

同じ

異なる

公署を異にする異動等に伴い転
居し、やむを得ず配偶者等と別
居して単身で生活することに
なった職員に支給
・月額30,000円＋加算額（配偶
者等の住居との距離に応じて
8,000円～58,000円）

支給実績
（元年度決算）

〔借家〕
月額12,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給

国の制度と異なる内容

2,258,154

国の制度
との異同

内容及び支給単価

住居手当

手　当　名

初任給調整手当

1,432,146
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千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円745,499

30,388

同じ

402,420

167,781

109,558

198,690

57,127

495,335

184,711

313,278

―

195,123

889,011

同じ

―

同じ

休日勤務手当

―

午後10時から翌日の午前5時まで
の間において正規の勤務時間と
して勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×25/100
×勤務時間数

休日等において正規の勤務時間
中に勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×
135/100×勤務時間数

夜間勤務手当

農業、水産又は工業に関する課
程を置く高等学校の教育職員
で、実習を伴う農業、水産又は
工業に関する科目を主として担
任する職員に給料の6/100～
10/100を支給

宿日直手当

小学校、中学校、高等学校及び
特別支援学校に勤務する教育職
員に支給
・最高　月額　8,000円

農林漁業の普及指導に従事する
職員に給料の8/100を支給

義務教育等
教員特別手当

農林漁業普及
指導手当

産業教育手当

宿日直勤務を命じられた職員に
支給
・一般の宿日直
　勤務1回につき4,400円
　（5時間未満　2,200円）
・医師又は歯科医師の宿日直
　勤務１回につき21,000円
　（5時間未満　10,500円）
・常直　月額　22,000円
　（勤務日数半月以下　11,000
円）
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５　特別職の報酬等の状況（2年4月1日現在）

月分

月分

　　（算定方式）

６　職員数の状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由
(各年４月１日現在）

（注）1　職員数は常勤の一般職に属する職員数です。

　　　2　[　　]内は、条例定数の合計です。

議 員

給 料 月 額 等

知 事

（参考：人口10万人あたり職員数　1,177人）

議 長

議 員

退
職
手
当

副 議 長

期
末
手
当

知 事

810,000 円

1,024,000 円

（1,020,000円）918,000 円
報
酬

議 長

(1,010,000円)

知 事

副 知 事

副 知 事 3.4

858,500 円

947

503

△ 102

0

1

64 0

△ 259

（任期毎）

主な増減理由
平成31年

（参考：人口10万人あたり職員数　1,206人）

21,601

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。
　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期
　　　（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

3.4

職 員 数

○児童生徒数の減少に伴う学級減等による減
○特別支援教育の充実による増

（参考：人口10万人あたり職員数　238人）

○流域下水道事業への公営企業会計導入による増

△ 192

1,793.8万円

（任期毎）3,440.6万円

（支給時期）

128万円×在職月数×56/100

（１期の手当額）

101万円×在職月数×37/100

　　（2年度支給割合）

（　900,000円）

給
料

区 分

　　（2年度支給割合）

副 議 長

(1,280,000円)

747,000 円

公会
営計
企部
業門
等

983

（　830,000円）

電気ほか

水道

警察部門

合　　計

病院

小　　計 21,342

157

小　　計

△ 4

64

△ 6

67

副 知 事

対前年
増減数令和2年

573

232

567

493

879

39

　　　　　　　　区
分

　部　　門

9899

議　会

農林水産

労　働

土　木

税　務

39

総　務

民　生

277

衛　生

一
般
行
政
部
門

13,718

897

13,571

商　工

934

236

860

計

533 466

21,875

[23,860］

22,067

[23,926］

教育部門

3,468

△ 147

208

3,458

4,313

△ 86

4,415

66

[△66］

普

通

会

計

部

門

△ 10

277

91

210

○流域下水道事業への公営企業会計導入、業務の見直し・効率
　化等による減

○スポーツ施策（国体準備等）推進体制の強化、児童相談体制
　の強化、ＣＳＦ（豚熱）対策体制の整備による増

△ 2

19

0

△ 10

△ 13
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(2) 年齢別職員構成の状況（2年4月1日現在）

(3)職員数の推移

（単位：人・％）

1　各年における定員管理調査にて報告した部門別職員数です。

2　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数です。

過去５年間の増減
率

27年

△692
（△4.9％）

△189
（△4.2％）

3,429

21,875

55歳

48歳

3,450

22,194

22,667

473

（注）

22,621

4,502

14,263

普通会計計

22,346

公営企業等会
計計

教　育

総合計

警　察

13,718

消　防

3,457

一般行政

3,468

28年

14,004

3,450

4,495

44歳 52歳

4,424

以上

2,528

人

51歳43歳

2,872

人人

2,745 586

56歳

～ ～

60歳

59歳

人

32歳

人

39歳

～

計

40歳

～

人

区　分

人

20歳

人

760 2,231

24歳

人

23歳

～

27歳

2年

職員数
人

～

20歳 36歳

未満

～

28歳

1,992

人

29年 30年

71

～～

　   年　　度

部　　門

人

1,883

～

31年

2,119 2,1781,910

31歳 47歳

人

35歳

13,571

533469

22,498

22,029

60
（12.7％）

△792
（△3.5％）

468 466

22,067 21,875

29
（0.8％）

△852
（△3.8％）

21,601 21,342

4,415 4,313

468

14,201

22,153

14,135

4,444

3,458

21,878

20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60

歳 歳
未 以
満 23 27 31 35 39 43 47 51 55 59 上

～ ～ ～ ～ ～ ～～ ～ ～ ～

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

構成比

５年前の構成比
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７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

     　決算

（注）1　職員手当には退職手当を含みません。
      2　職員数は、31年4月1日現在の人数です。

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（2年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（元年度支給割合） （元年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・　役職加算　　　5～20％ ・　役職加算　　　5～20％

・　管理職加算　 15～25％ ・　管理職加算　 15～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（2年4月1日現在）

（支給率）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～45％加算） （2％～45％加算）

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 千円 千円

退職手当の1人当たり平均支給額は、元年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（2年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

39.7575

387,304 603,733

1.815

361,318 578,084

三　　　　　　　　重　　　　　　　　県 参考　（三重県の知事部局等）

47.709

（1.45）

（支給率）　　　自己都合　   応募認定・定年

定年前早期退職特例措置

47.709

支給職員1人当たり平均支給年額（元年度決算） 211

参考　（三重県の知事部局等）

（1.45）

－－

43.5

三　　　　　　　　重　　　　　　　　県

総費用に占める

44.1

事 業 者

団 体 平 均

支給対象職員数

6,958千円

　　　 区　　分

（0.90）

三 重 県

99
千円     

平　均　年　齢

元年度 　千円 千円　

区　分 総費用 純損益又は実 職員給与費

426,574 136,482 186,235

千円　　

質収支

一般行政職の制度（支給率）

支給実績（元年度決算）

める職員給与費比率

30年度の総費用に占

（参考）

Ａ  

千円　

Ｂ　

％　　　　 ％　

職員給与費比率

　　　　　　Ｂ／Ａ

給 与 費 一人当たり

9,389,487 171,625 898,064 9.6 9.7

基本給 平均月収額

千円　　 千円　 千円

計　　　Ｂ 給与費　B/A　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

元年度

(参考)都道府県平均
一人当たり給与費

区　分 職員数

1人当たり平均支給額（元年度）

1,842 1,674

2.60 1.815

1人当たり平均支給額（元年度）

2.60

（0.90）

自己都合 応募認定・定年

28.0395 33.27075 33.2707528.0395

19.6695 24.58687519.6695

（注）

県内市町

24.586875

39.7575 47.709

47.709

47.709

1,125 22,637 22,887

4.6

47.709

１人当たり平均支給額

定年前早期退職特例措置

101

20,861

6,346

4.6

支給対象地域 支給率

7,569749,291
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エ　特殊勤務手当（2年4月1日現在）

千円

千円

　％

種類

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（2年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

（注）　実績のあったもののみ掲載しています。

管理職員
特別勤務手当

管理又は監督の職にある職員が
臨時又は緊急の必要性等により
週休日又は休日に勤務した場合
に支給
・勤務1回につき管理職手当区分
に応じて6,000円～12,000円

同じ 11 11,000

704

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（元年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

扶養親族のある職員に支給

・子　月額 10,000円
・配偶者等　月額 6,500円
・16歳から22歳の子について
は、1人につき5,000円を加算

管理職手当

同じ

月額8,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給
・借家　最高　月額27,000円

同じ

同じ

職員全体に占める手当支給職員の割合（元年度） 66.7

一般行政職の
制度との異同

内容及び支給単価

住居手当

手　当　名

扶養手当

27,077休日勤務手当

休日等において正規の勤務時間
中に勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×
135/100×勤務時間数

同じ

通勤手当

808,833

17,897

9,706

管理又は監督の職にある職員に
支給
・行政職給料表
　最高　月額　139,300円

274,939

同じ

188,389

支給実績
（元年度決算）

通勤距離が片道2ｋｍ以上で、交
通機関を利用又は交通用具を使
用して通勤している職員に支給
・交通機関利用　定期券等の価
額
　（最高　月額65,000円）
・自動車・自動二輪車使用
　距離に応じて月額3,000円～月
額40,700円
　（交通機関併用者について
は、駐車場利用料金の1/2を支給
〔上限3,500円〕）
・自転車使用　月額3,000円

6,076

一般行政職の制度と異なる内容
支給職員１人当た
り平均支給年額
（元年度決算）

303,800

18,146

用地等交渉業務手当

手当の名称 主な支給対象職員

企業庁職員の特殊勤務手当

手当の種類（手当数） 3

61,227

支給職員1人当たり平均支給年額（元年度決算） 704

支給実績（元年度決算） 1,856

支給職員1人当たり平均支給年額（元年度決算） 28

現場作業手当

特殊現場作業手当

主な支給対象業務

各手当の詳細については、三重県のホームページをご覧ください。

支給実績（30年度決算） 42,268

支給職員1人当たり平均支給年額（30年度決算）

左記職員に対する支給単価

486

支給実績（元年度決算）
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　(2)　工業用水道事業

  　① 職員給与費の状況

    　決算

（注）1　職員手当には退職手当を含みません。
      2　職員数は、31年4月1日現在の人数です。

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（2年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（元年度支給割合） （元年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

･　役職加算 　 　 5～20％ ･　役職加算 　 　 5～20％

･　管理職加算 　 15～25％ ･　管理職加算　  15～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（2年4月1日現在）

（支給率）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～45％加算） （2％～45％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 千円 千円

退職手当の1人当たり平均支給額は、元年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（2年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％4.6

総費用

47.709

千円　

純損益又は実 総費用に占める

39.7575

元年度

Ａ  

区　分

質収支

47.709

　　千円

47.709

千円

団 体 平 均 44.2 351,473 547,053

381,849

1人当たり平均支給額（元年度）

千円　

給与費　B/A

千円     千円　　

275,898

参考　（三重県の知事部局等）

1人当たり平均支給額（元年度）

6,926

42.9

351,534

計　　　Ｂ 

30年度の総費用に占

める職員給与費比率

557,426

千円　

577,670

6,577千円

10.6

三　　　　　　　　重　　　　　　　　県

(参考)都道府県平均
一人当たり給与費

千円　　

職員給与費

　　　　　　Ｂ／Ａ

職員給与費比率

Ｂ　

％　

給 与 費

三 重 県

　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

区　分

－事 業 者 －

（1.45） （0.90）

1,804 1,674

2.60 1.815 2.60 1.815

（0.90）

三　　　　　　　　重　　　　　　　　県 参考　（三重県の知事部局等）

（1.45）

28.0395 33.27075

19.6695 24.586875

33.27075

自己都合

19.6695

（注）

１人当たり平均支給額

39.7575 47.709

47.709

応募認定・定年（支給率）　　　自己都合　   応募認定・定年

定年前早期退職特例措置

47.709

28.0395

支給対象職員数

支給職員1人当たり平均支給年額（元年度決算） 207

24.586875

1,125 22,637 6,346 22,887

定年前早期退職特例措置

支給実績（元年度決算） 13,856

県内市町 4.6 67

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

期末・勤勉手当

元年度
67

67,838

9.9

（参考）

％　　　　

464,027120,291

一人当たり

5,643,043

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

職員数
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エ　特殊勤務手当（2年4月1日現在）

千円

千円

　％

種類

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（2年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

（注）　実績のあったもののみ掲載しています。

一般行政職の制度と異なる内容
支給実績

（元年度決算）

3

10,187

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（元年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

同じ扶養手当

23,200

休日等において正規の勤務時間
中に勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×
135/100×勤務時間数

同じ

232休日勤務手当

853,375

同じ

同じ

通勤手当

通勤距離が片道2ｋｍ以上で、交
通機関を利用又は交通用具を使
用して通勤している職員に支給
・交通機関利用　定期券等の価
額
　（最高　月額65,000円）
・自動車・自動二輪車使用
　距離に応じて月額3,000円～月
額40,700円
　（交通機関併用者について
は、駐車場利用料金の1/2を支給
〔上限3,500円〕）
・自転車使用　月額3,000円

268,079

277,500

内容及び支給単価
一般行政職の
制度との異同

180,475

6,827

10,648

1,665住居手当
月額8,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給
・借家　最高　月額27,000円

支給職員１人当た
り平均支給年額
（元年度決算）

支給実績（元年度決算） 294

支給職員1人当たり平均支給年額（元年度決算） 10

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

各手当の詳細については、三重県のホームページをご覧ください。

職員全体に占める手当支給職員の割合（元年度） 44.8

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 409

現場作業手当

特殊現場作業手当
企業庁職員の特殊勤務手当

用地等交渉業務手当

支給実績（元年度決算） 24,130

支給職員１人当たり平均支給年額（30年度決算） 432

同じ

扶養親族のある職員に支給

・子　月額 10,000円
・配偶者等　月額 6,500円
・16歳から22歳の子について
は、1人につき5,000円を加算

手　当　名

管理職手当

管理又は監督の職にある職員に
支給
・行政職給料表
　最高　月額　139,300円

支給実績（30年度決算） 25,515
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　(3)　電気事業

  　① 職員給与費の状況

    　決算

（注）1　職員手当には退職手当を含みません。
      2　職員数は、元年4月1日現在の人数です。

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（2年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（元年度支給割合） （元年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

･　役職加算 　  5～20％ ･　役職加算 　  5～20％

･　管理職加算　15～25％ ･　管理職加算　15～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（2年4月1日現在）

（支給率）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～45％加算） （2％～45％加算）

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 千円 千円

退職手当の1人当たり平均支給額は、元年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（2年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％県内市町 4.6 13

47.709

総費用 純損益又は実 職員給与費

Ａ  Ｂ　

39.7575

職員給与費比率 30年度の総費用に占質収支

　　　千円

自己都合

19.6695 24.586875

％　　　　

給与費　B/A

－

4.6

8.8

千円　　

総費用に占める （参考）

47.709

12.1

7,386

　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

期末・勤勉手当

給 与 費 一人当たり

給　 料 職員手当 計　　　Ｂ 

三 重 県

元年度

千円　

　　　　　　Ａ

39.7575 47.709

47.709

24.586875

千円　

19.6695

215

職員数

％　

1,475,959

元年度

区　分

区　分

（注）

支給対象地域

(参考)都道府県平均
一人当たり給与費

6,868千円20
千円     千円　　

88,056 20,232

47.5 432,359 648,852

　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

三　　　　　　　　重　　　　　　　　県 参考　（三重県の知事部局等）

1人当たり平均支給額（元年度） 1人当たり平均支給額（元年度）

団 体 平 均 44.8 365,924 582,813

事 業 者 －

定年前早期退職特例措置

2,039 1,674

2.60 1.815 2.60 1.815

33.2707528.0395 28.0395 33.27075

（1.45） （0.90) （1.45） （0.90)

22,637 6,346

定年前早期退職特例措置

三　　　　　　　　重　　　　　　　　県 参考　（三重県の知事部局等）

（支給率）　　自己都合　      応募認定・定年 応募認定・定年

47.709 47.709

１人当たり平均支給額 22,887

支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（元年度決算） 4,298

支給職員１人当たり平均支給年額（元年度決算）

1,125

千円　 千円

709,432 177,866

39,435 147,723
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エ　特殊勤務手当（2年4月1日現在）

千円

千円

　％

種類

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（2年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

（注）　実績のあったもののみ掲載しています。

3,757

8

管理又は監督の職にある職員が
臨時又は緊急の必要性等により
週休日又は休日に勤務した場合
に支給
・勤務1回につき管理職手当区分
に応じて6,000円～12,000円

同じ

扶養手当

同じ

住居手当

通勤距離が片道2ｋｍ以上で、交
通機関を利用又は交通用具を使
用して通勤している職員に支給
・交通機関利用　定期券等の価
額
　（最高　月額65,000円）
・自動車・自動二輪車使用
　距離に応じて月額3,000円～月
額40,700円
　（交通機関併用者について
は、駐車場利用料金の1/2を支給
〔上限3,500円〕）
・自転車使用　月額3,000円

通勤手当 4,047

14
管理職員

特別勤務手当
14,000

751,400

224,833

同じ

3,366

扶養親族のある職員に支給

・子　月額 10,000円
・配偶者等　月額 6,500円
・16歳から22歳の子について
は、1人につき5,000円を加算

管理職手当

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（元年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

280,500

307,200

支給実績
（元年度決算）

支給職員１人当た
り平均支給年額
（元年度決算）

一般行政職の
制度との異同

一般行政職の制度と異なる内容

同じ

3

支給実績（元年度決算） 71

月額8,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給
・借家　最高　月額27,000円

手　当　名 内容及び支給単価

1,536

45.0

用地等交渉業務手当

支給職員1人当たり平均支給年額（元年度決算）

手当の名称

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（元年度）

企業庁職員の特殊勤務手当特殊現場作業手当

支給実績（30年度決算） 4,399

主な支給対象職員

224

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

現場作業手当 各手当の詳細については、三重県のホームページをご覧ください。

支給実績（元年度決算） 3,142

支給職員1人当たり平均支給年額（元年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（30年度決算）

管理又は監督の職にある職員に
支給
・行政職給料表
　最高　月額　139,300円

同じ

293
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　(4)　病院事業

  　① 職員給与費の状況

    　決算

（注）1　職員手当には退職手当を含みません。
      2　職員数は、31年4月1日現在の人数です。

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（2年4月1日現在）

医師

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

看護師

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

事務職員

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

2,059,351

％　％　　　　

千円　　 千円千円　

7,408

355,313 553,259

510,182

基本給

期末・勤勉手当

千円　

千円　　

　　　　　　区　　分

一人当たり

給与費　B/A

区　分

476,032

質収支

平　均　年　齢

(参考)都道府県平均
一人当たり給与費

7,682千円
1,101,831 481,488

　　　　　　Ａ

千円     

5,262,423

－

508,914

－

三 重 県 1,249,692

平均月収額

37.8

1,454,715

－

45.2 568,569

　　　　　　区　　分

団 体 平 均 39.3 311,575

事 業 者

団 体 平 均

平均月収額

三 重 県 43.4

平　均　年　齢 基本給

558,478

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

－

三 重 県

団 体 平 均 43.2 348,357 564,341

42.2 356,531

事 業 者

事 業 者 － －

39.1 39.7

278

給 与 費

21,453 2,059,351

給　 料 計　　　Ｂ 職員手当

（参考）総費用に占める

千円

職員給与費比率 30年度の総費用に占

める職員給与費比率

区　分 職員数

Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

職員給与費

Ａ  

元年度　　　　千円

総費用 純損益又は実

元年度
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 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（元年度支給割合） （元年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

･　役職加算 　  5～20％ ･　役職加算 　  5～20％

･　管理職加算　15～25％ ･　管理職加算　15～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（2年4月1日現在）

（支給率）

勤続20年 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～45％加算） （2％～45％加算）

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 千円 千円

退職手当の1人当たり平均支給額は、元年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（2年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（2年4月1日現在）

千円

千円

　％

種類

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

39.7575 47.709

28.0395 33.27075

19.6695 24.586875

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（元年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
      職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

19.6695

１人当たり平均支給額

1,690 1,674

三　　　　　　　　重　　　　　　　　県 参考　（三重県の知事部局等）

2.60 1.815 2.60 1.815

1人当たり平均支給額（元年度） 1人当たり平均支給額（元年度）

参考　（三重県の知事部局等）

（支給率）　　　自己都合　   応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年

（1.45） （0.90) （1.45） （0.90)

39.7575 47.709

月分

三　　　　　　　　重　　　　　　　　県

月分24.586875

28.0395 33.27075

月分

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給職員1人当たり平均支給年額（元年度決算）

2,229 17,216 6,346 22,887

65,734

47.709

定年前早期退職特例措置

支給実績（元年度決算）

月分

（注）

236

47.70947.70947.709

定年前早期退職特例措置

医師 16 17 16

医師（管理者が認める者） 31 1 －　

医療業務等接触手当

支給実績（元年度決算） 95,041

支給職員1人当たり平均支給年額（元年度決算） 364

上記以外の職員 4.6 259 4.6

職員全体に占める手当支給職員の割合（元年度） 93.9

手当の種類（手当数） 4

左記職員に対する支給単価手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

支給職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 262

支給実績（30年度決算）

各手当の詳細については、三重県のホームページをご覧ください。

81,751

夜間看護等手当

支給職員１人当たり平均支給年額（30年度決算） 305

病院群輪番制等
救急業務手当

支給実績（元年度決算） 69,563

変則勤務手当 病院事業職員の特殊勤務手当
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カ　その他の手当（2年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

単身赴任手当

午後10時から翌日の午前5時まで
の間において正規の勤務時間と
して勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×25/100
×勤務時間数

同じ

同じ

管理又は監督の職にある職員に
支給
・行政職給料表
　最高　月額　104,100円

514,141

同じ

14,013

管理職員特別勤務手当

管理又は監督の職にある職員が
臨時又は緊急の必要性等により
週休日又は休日に勤務した場合
に支給
・勤務1回につき管理職手当区分
に応じて6,000円～12,000円

28,474

20,052

同じ 222

宿日直手当

宿日直勤務を命じられた職員に
支給
・看護師の宿日直
　勤務1回につき7,000円
　（5時間未満　3,500円）
・医師又は歯科医師の宿日直
　勤務１回につき21,000円
　（5時間未満　10,500円）

異なる

同じ

通勤手当

通勤距離が片道2ｋｍ以上で、交
通機関を利用又は交通用具を使
用して通勤している職員に支給
・交通機関利用　定期券等の価
額
　（最高　月額65,000円）
・自動車・自動二輪車使用
　距離に応じて月額3,000円～月
額40,700円
　（交通機関併用者について
は、駐車場利用料金の1/2を支給
〔上限3,500円〕）
・自転車使用　月額3,000円

同じ

初任給調整手当

医師又は歯科医師の資格を有
し、採用による欠員補充が困難
な職に採用された職員に一定期
間支給
・最高　月額408,800円

異なる ・最高　月額408,800円

197,738夜間勤務手当

408,000

12,172

公署を異にする異動等に伴い転
居し、やむを得ず配偶者等と別
居して単身で生活することに
なった職員に支給
・月額23,000円＋加算額（配偶
者等の住居との距離に応じて
6,000円～45,000円）

管理職手当 1,014,300

病院事業職員は以下の支給なし
〔一般〕
勤務1日につき4,400円
（5時間未満　2,200円）
〔常直〕
月額22,000円
（勤務日数半月以下11,000円）

37,000

816

86,049

318,471

4,780,483

31,417 113,012

扶養手当

扶養親族のある職員に支給

・子　月額 10,000円
・配偶者等　月額 6,500円
・16歳から22歳の子について
は、1人につき5,000円を加算

住居手当
月額8,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給
・借家　最高　月額27,000円

同じ

支給実績
（元年度決算）

支給職員１人当た
り平均支給年額
（元年度決算）

31,343 241,103

一般行政職の
制度との異同

一般行政職の制度と異なる内容手　当　名 内容及び支給単価
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千円 円

（注）　実績のあったもののみ掲載しています。

144,52726,593休日勤務手当

休日等において正規の勤務時間
中に勤務した職員に支給
・1時間当たりの給与額×
135/100×勤務時間数

同じ
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